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言語交流研究所不当労働行為再審査事件

（平成25年(不再)第59・64号）命令書交付について

中央労働委員会第一部会（部会長 諏訪康雄）は、平成27年３月30日、標記事件に関する命令書を

関係当事者に交付しましたので、お知らせします。

命令の概要は、次のとおりです。

【命令のポイント】

～ 救済申立てより１年前の発言や書簡は審査の対象にはならないが、組合の結成は卑劣なだま

し討ちであるなどとの管理部長による発言は不当労働行為であるとした事案 ～

本件救済申立時点で既に１年間を経過した発言及び書簡については、却下する。

ほぼ全職員が参加した研究所の納会において、管理部長が、組合の結成は卑劣なだまし討

ちであるなどと発言したことは、同人の個人的な感想であるとみることはできず、その内容

や発言の場所等を考えれば、組合の結成を非難し、他の職員の組合への加入を妨げるもので

あるから、支配介入（労組法第７条第３号）に当たる。

Ⅰ 当事者

使用者側：一般財団法人言語交流研究所（「研究所」）（東京都渋谷区）

職員数約50名（平成22年12月１現在）

労働者側：全国一般大阪地方労働組合言語交流研究所職員労働組合（「組合」）（東京都渋谷区）

組合員数約10名（平成26年９月現在）

Ⅱ 事案の概要

１ 本件は、研究所が、①団体交渉に誠実に対応しなかったこと、②組合を非難する発言等をし

たこと、③組合員らに対して担当業務の変更、手当の減額、自宅でのレポート作成及び雑用を

命じたこと、降格及び手当の減額をしたことが不当労働行為であるとして、東京都労委に救済

申立てがあった事件である。

２ 初審東京都労委は、組合が労組法上の労働組合であると判断した上で、①団体交渉への誠実

応諾、②組合を非難しないこと、③組合員らに対する担当業務の変更、手当の減額、降格がな

かったものとしての取扱い及び手当の既払額との差額支給、④文書掲示等を命じ、その余の申

立ては棄却する旨の初審命令書を交付したところ、研究所と組合は、これを不服として、それ

ぞれ再審査を申し立てた。

Ⅲ 命令の概要

１ 主文（初審の主文を変更）の要旨

組合に対する４つの発言等のうち、２つの発言等は救済申立て期間を徒過したものとして却下
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し、研究所の団体交渉における対応及び組合員に対して自宅でのレポート作成を命じたことは不

当労働行為ではないこと並びに組合員が退職したことから初審命令の主文を変更した。

２ 判断の要旨

⑴ 各種手当の引下げに関する団体交渉における研究所の対応は、不誠実な団体交渉に当たるか。

組合は、就業規則の改定は不利益変更になると反対しながらも、組合としての意見書を提出

せず、また具体的な意見を述べたり、対案を示すなどして改善を求めていた様子はうかがえな

い。他方、研究所としては、３か月余りの間に５回開催された団体交渉において、組合の意向

を確認しつつ一定の説明を行ってきたと考えられるところであるから、不誠実な団体交渉には

当たらない。

⑵ 管理部長らが組合の結成等について発言したことは、支配加入に当たるか。

ア 平成２１年６月２６日の発言及び同年１１月１９日の書簡については、平成２２年１２月

１日の本件救済申立て時点で既に１年間の申立期間を徒過していることから、却下する。

イ 平成２１年１２月２８日に開催された組合員を含む研究所のほぼ全職員４５名が参加した

研究所の納会において、管理部長が、組合の結成は卑劣なだまし討ちであるなどと発言した

ことは、同人の個人的な感想であったとみることはできず、その内容及び上記発言の場所等

を併せ考えれば、組合の結成を非難したものである。また、同部長は、組合の結成以来、上

記発言に至るまで、研究所の代表の意を体して、組合非難する発言を繰り返している。

これらからすれば、管理部長の納会における上記発言は、研究所の職員に対し、代表の意

を体して、組合への加入を妨げるものであり、支配介入に該当する。

⑶ 研究所が組合員らに対して担当業務の変更、手当の減額、自宅でのレポート作成及び雑用を

命じたこと、降格及び手当の減額をしたことは、不利益取扱い及び支配介入に当たるか。

ア 研究所が、一旦Ａ２の能力を認めて受付・印刷業務から会員管理業務に従事させたもので

あるにもかかわらず、組合の結成以後、組合を非難する発言を繰り返す中で、業務上特段の

落ち度もない同人に、合理的な理由もなく従前の受付・印刷業務に戻したのであるから、Ａ

２が書記長であることを嫌悪して精神上の不利益を与えた不利益取扱いに該当する。

イ 研究所は、組合の結成以後、組合を非難する発言を繰り返す中で、Ａ１に対し、課長とし

ての待遇のまま、同人の経験を生かした配置転換をした後、合理的な理由もなく、役職手当

と資格手当を引き下げ、月例賃金で９０００円を減額したのであるから、Ａ１が副執行委員

長であることを嫌悪して経済上の不利益を与えた不利益取扱いに該当する。

ウ 研究所は、組合の結成やその活動を非難する中で、Ａ３に自宅でのレポート作成を命じた

が、同人が組合員であると認識していたとはいい難いから、不当労働行為ではない。しかし

ながら、Ａ３が組合への加入を明らかにし、職場復帰した後、合理的な理由もなく付随業務

である台所掃除等の雑用のみを命じたことは、同人が組合に加入したことを嫌悪して業務上

や精神上の不利益を与えた不利益取扱いに該当する。

エ 元理事であったＡ３及びＡ４に対する降格及び役職手当の減額については、同人らと現理

事体制との経営方針を巡る争いの面もうかがえなくはないが、組合への加入を非難するとと

もに、合理的な理由もなく降格し、役職手当を減額したのであるから、Ａ３及びＡ４が組合

に加入したことを嫌悪して身分上や経済上の不利益を与えた不利益取扱いに該当する。

オ また、上記アないしエは、組合に加入したり組合活動を行ったりすると、合理的な理由も

なく従前の担当業務に戻される、賃金を減額される、雑用のみを命じられる、降格や役職手

当が減額されるというような不利益な取扱いが行われるということを示すことによって、組

合員や他の職員への見せしめとなり得るものでありから、それぞれ組合の勢力を削ぎ、その

弱体化を図ったものでもあり、支配介入にも該当する。

【参考】

初審救済申立日 平成22年12月１日東京都労委平成22年(不)第115号）

初審命令交付日 平成25年８月28日

再審査申立日 平成25年９月６日（研究所）、同月12日（組合）


